
（案内） 

社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度について 

 

社会福祉法人等が提供する介護保険のサ－ビスを利用する場合、市町村等が対象者と認め

た方の利用者負担額を軽減する制度です。 
 

対象となる 

サ－ビス 

・訪問介護 

・通所介護 

・短期入所生活介護 （介護予防を含む。） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・夜間対応型訪問介護 

・地域密着型通所介護 

・認知症対応型通所介護 （介護予防を含む。） 

・小規模多機能型居宅介護 （介護予防を含む。） 

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

・複合型サービス 

・介護福祉施設サービス 

・第一号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相当する事業及び第一号通所事業のうち

介護予防通所介護に相当する事業（自己負担割合が保険給付と同様のものに限る）  

対象となる 

費    用 

１割負担額、食費・居住費（滞在費）・宿泊費 

（生活保護受給者については、個室の居住費に係る利用者負担額について軽減の対象

とする） 

軽 減 の 

割   合 

利用者負担の１／４ （老齢福祉年金受給者は１／２）を原則として、市町村等が個別に

決定 

（生活保護受給者については、利用者負担額の全額） 

 

● 軽減の対象者は、市町村民税世帯非課税であって、以下の要件の全てを満たす方のうち、収

入や世帯の状況、利用者負担等を総合的に勘案し、生計が困難な者として市町村が認めた方

及び生活保護受給者です。 

① 年間収入が単身世帯で１５０万円、世帯員が１人増えるごとに５０万円を加算した額以下で

あること。 

② 預貯金等の額が単身世帯で３５０万円、世帯員が１人増えるごとに１００万円を加算した額

以下であること。 

③ 日常生活に供する資産以外に活用できる資産がないこと。 

④ 負担能力のある親族等に扶養されていないこと。 

⑤ 介護保険料を滞納していないこと。 

 

● 軽減制度の適用を受けるには、市町村等への申請が必要です。 

サービスを受けるときに、市町村等が発行する「社会福祉法人等利用者負担軽減確認証」を   

提示すると、対象となる費用の１／４又は１／２が軽減され、自己負担額が３／４又は１／２にな

ります。 

申 請 先  ： 市町村・広域連合 介護保険担当課 

必要な書類 ： 収入申告書、資産等申告書、被保険者証等が必要です。詳しくは、市町村等

にお問い合わせください。 


